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１ はじめに
２００７年６月に「電子記録債権の発生、譲渡等について定めるとともに、電子
記録債権に係る電子記録を行う電子債権記録機関の業務、監督等について必要
な事項を定める」電子記録債権法が成立し、２００８年１２月から施行されている。
電子記録債権は、「手形とも指名債権とも異なる債権」といわれるが
（１）
、期限付
債務の履行等の手形の中心的機能を電子化したものであり、手形の利用の減少
は、今後さらにその度合いを増すことが予想される。しかし、電子記録債権の
法理については、その中心的機能を同じくする手形の法理が原則として妥当す
るものと考えられ、手形法理を探求する意義が失われるものではあるまい。
手形債権の無因性についてわが国の判例は、「手形上ノ権利義務ハ手形行為
ニ基キ発生スルモノナルヲ以テ手形行為ヲ為スニ至リタル原因ノ有効無効ニヨ
リ消長スルモノニアラス」と述べてこれを肯定しつつも、「手形授受ノ直接当
事者間ニ在リテハ債務者ハ原因ノ無効ナル事由ヲ以テ手形上ノ請求ヲ拒絶シ得
ル」と解しているが
（２）
、そのように解する法律構成を示していない。この点、高
窪利一教授の分析によると、手形債権の無因性を前提としつつ、手形交付の直
接当事者間において売買契約のような「原因
（３）
」関係に基づく抗弁の対抗を認め
る考え方としては、①「無因的な権利の行使に対して、一般悪意の抗弁や反信
義則、権利濫用の抗弁が対抗されるとする説」、②「原因なくして無因的な権
（１） 始関正光・高橋康文編『一問一答電子記録債権法』９頁（株式会社商事法務、２００８）
参照。
（２） 大判大正９・３・１０民録２６輯３０１頁。
（３） 本稿においては、「原因」という言葉を民法７０３条の「法律上の原因」という意味で使
用する場合とそうでない場合とがあるため、これを筆者の文章において「法律上の原因」
という意味以外で使用する場合には、カギカッコでくくることとする。
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利を与えられていること自体が不当利得となるとする説」及び③「そのまま手
形債務の履行を強制すると、原因関係上、不当利得となり、後に別個の返還請
求を要するという二重の手間がかかるので、あらかじめ抗弁させるとする説」
があるとされる
（４）
。もっとも、①説と③説とは、必ずしも対立的な関係にはな
く、①説は③説の法律構成のひとつを示し、③説は①説の実質的理由のひとつ
を示しているとも考えられることから、両者が渾然一体となったものがわが国
の多数説を形成し、②説と対立していると捉えるべきであろう。
ドイツにおいては、長らく上記②説が通説であったが、１９７０年代以降の連邦
通常裁判所の諸判決
（５）
を契機として、現在では上記②説に代わって「交付合意
論」と呼ばれる見解が通説的地位を占めている。この見解は、わが国において
もすでに多くの文献により紹介されており
（６）
、本稿においてドイツの議論に関す
る新たな知見をつけ加える余地はもはや残されていないものと考えられるが、
この見解を踏まえたわが国手形法の解釈に関する議論は
（７）
、必ずしも十分になさ
（４） 高窪利一『現代手形・小切手法（３訂版）』３７１頁以下（経済法令研究会、１９９７）参照。
（５） BGHZ 57, 292 ; BGH NJW 1976, 1451 ; BGHZ 85, 346 ; BGH NJW 1986, 1872. これらの
判決を詳細に紹介するものとして、高木正則「手形授受の当事者間における原因関係上の
抗弁――ドイツにおける議論を参考にして――」明治大学法学研究論集８号１８９頁以下
（１９９８）、庄子良男『ドイツ手形法理論史（下）』９７１頁以下（信山社、２００１）参照。
（６） 福瀧博之「原因関係に基づく手形抗弁の法律構成」川又良也先生還暦記念『商法・経
済法の諸問題』３９８頁以下（商事法務研究会、１９９４）、菊地和彦「手形の無因性の再検討」
盛岡短期大学法経論集１１号４９頁以下（１９９０）、橡川泰史「手形取引当事者の合意と手形抗
弁」私法５６号２５４頁以下（１９９４）、今泉恵子「手形理論と手形抗弁理論の交錯――契約説・
創造説の折衷理論における『付随的な約定』の法的評価を中心として――」私法５６号２４７
頁以下（１９９４）、高木・前掲注（５）１８７頁以下、庄子・前掲注（５）９６９頁以下参照。
（７） もっとも、わが国の手形法典もドイツの手形法典も、同じくジュネーブ条約に基づい
て作成されたものであり、その内容にほとんど差異はない。その意味で、わが国の手形法
の解釈として特に考慮されなければならないものは、民法を中心とする手形法典の周辺の
法状況及び概念形成に関するドイツとの歴史的相違であろう。
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れていないように思われる。そこで、本稿は、「交付合意論」を踏まえたわが
国手形法の解釈論を行おうとするものであるが、庄子良男教授によると「交付
合意論は、ドイツの手形法学においては、それ自体としては特定の内容をもた
ず、ただ原因関係の当事者間において原因関係からの抗弁を手形に対する人的
抗弁（直接抗弁）となしうる根拠ないしその範囲をめぐって様々な見解を有す
る人々が、それぞれの解釈をそこに盛り込む共通の形式的な枠組として機能し
ているにすぎない」とされる
（８）
。そうだとすると、「交付合意論」のターゲット
を絞ることは容易ではないため、本稿においては、さしあたり「交付合意論」
をわが国手形法の解釈に取り入れている福瀧博之教授の見解
（９）
を手がかりに、手
形の無因性と「原因」関係に基づく抗弁に関して若干の考察を加えてみたい。
２ 手形の無因性
（１） 無因性の意義
無因性の意義について福瀧教授は、「手形行為は、原因関係とは別個のもの
であり、原因関係の存否、有効無効の影響を受けない。これを手形行為の無因
性（抽象性）という」と説明する
（１０）
。このように無因性を単に「原因関係の存否、
有効無効の影響を受けない」ことと説明することは、わが国において一般的に
見られるところである
（１１）
。
これに対し、シュナウダーは、「無因性は、――より広くかつ一般には――
（８） 庄子・前掲注（５）９８７頁。
（９） 福瀧博之『手形法概要（第２版）』７７頁以下（法律文化社、２００７）参照。
（１０） 福瀧・前掲注（９）６９頁。
（１１） さしあたり田邊光政『最新手形法小切手法（５訂版）』３１頁（中央経済社、２００７）参
照。
手形の無因性と「原因」関係に基づく抗弁に関する若干の考察
105
その基礎にある債務（＝原因）関係、すなわち法律上の原因からの手形小切手
債権の存立及び内容の純然たる切断（独立性）として理解される。すでにこの
ことから、無因性の２つの意味が導かれる。ひとつは、証券上の権利が基礎に
ある原因債権の存在から独立していること、法律上の原因の独立性であり、も
うひとつは、権利が内容的にも原因関係上の抗弁から切断されていること、抗
弁の独立性である」と説明する
（１２）
。シュナウダーの説明においては、福瀧教授の
説明と異なり、原因が不当利得の成立要件と関連する「法律上の原因」（日本
民法７０３条、ドイツ民法８１２条）であることが明確にされ
（１３）
、また、「法律上の原
因の独立性」とともに「抗弁の独立性」が重視されている。シュナウダーは、
この両者を重視するものを「折り紙つきの無因原則（altbewährten
Abstraktionsgrundsats）」と呼んでいるが
（１４）
、ここでは、手形行為の「法律上の
原因の独立性」としての無因性について検討する。
（１２） Schnauder, Einreden aus dem Grundverhältnis gegen den ersten Wecsel- und Scheck-
gläubiger, JZ 1990, S. 1047. このシュナウダーの論文は、「交付合意論」に関する他の論文
よりもやや遅い時期に刊行されたものであるため、それまでになされた議論を十分に踏ま
えた優れた内容のものとなっている。本稿も、同論文に負うところが少なくない。
（１３） この点を明確にするわが国の見解として、竹田省『手形法小切手法』６頁以下（有斐
閣、１９５５）参照。
（１４） Schnauder, a. a. O. (Fn. 12) S. 1047. 上柳克郎教授は、「わが国の学説判例の大勢は、
手形無因論をドイツから承継しながら、ドイツの通説的見解において手形無因論と表裏一
体をなすものと考えられている『無因債務の不当利得』論ともいうべきものを採用してお
らず、ドイツ理論の半面継受ともいうべき状況が認められる」と述べているが（上柳克郎
『会社法・手形法論集』３８９頁（有斐閣、１９８０））、手形債権の無因性において「抗弁の独
立性」が重視されてこなかったことがそのような状況を招いたものと考えられる。なお、
わが国の私法と抽象（無因）債務との整合性に疑問を呈し，手形小切手行為の無因性の効
果を指図の概念から導くべきことを主張するものとして、柴崎暁『手形法理と抽象債務』
１２７頁以下（新青出版，２００２）参照。
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（２） 手形債務負担行為の「法律上の原因の独立性」としての無因性
福瀧教授は、手形行為の無因性の根拠について「無因性は、手形の記載文言
と手形行為の文言性から説明できる。手形の記載文言によれば、手形には原因
の記載は許されていない（単純な支払の約束・支払の委託、手７５条２号・１条
２号）。しかも、手形は文言証券であって、手形行為の内容は、もっぱら手形
に記載されているところによって決定されるから、手形行為は原因関係の存
否、有効無効の影響を受けない」と述べる
（１５）
。
手形行為の無因性については、約束手形の振出等の債務負担行為の無因性は
「迅速かつ簡易な権利追求」を可能とする理論であり、裏書のような処分行為
の無因性は「取引の容易化と安全」を図る理論であるといわれ
（１６）
、両者の相違
は、明確に意識されるべきである。
支払委託、支払約束および裏書の単純性に関する規定（手１条２号・１２条１
項・７５条２号・７７条１項１号）は、手形行為自体に条件を付しえないことを規
定しているのではなく、単に手形の記載に条件を付しえないことを規定してい
るにすぎないとも解され、処分行為である裏書については、有因性を認める余
地がある
（１７）
。しかし、手形債務負担行為については、これらの条項と手形上の法
律関係がもっぱら手形の記載によって決せられるという文言性を考慮すると、
（１５） 福瀧・前掲注（９）６９頁。
（１６） 林 「手形行為の無因性」法教２０４号１２頁（１９９７）参照。
（１７） 拙稿「有価証券譲渡行為の無因性に関する掌論」専法９０号６８頁以下（２００４）参照。な
お、手形法１条２号等については、「同様の条文は，手形の有因性を認めるフランス手形
法にも存在するのであり，わが国の手形法のもととなっているジュネーブ手形法条約の制
定過程では，有因・無因のいずれにもくみしないとされた」という指摘もある（弥永真生
『リーガルマインド手形法・小切手法（第２版補訂）』２７頁（有斐閣、２００５）。同旨、川村
正幸『手形法小切手法（第２版）』３１頁（新世社，２００１））。
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その無因性を否定することは困難となろう
（１８）
。もっとも、このような理由は、手
形法１条２号のような規定をもたない電子記録債権については妥当しない。そ
こで、手形法、小切手法及び電子記録債権法から成る決済システム法における
債務負担行為の無因性を根拠づけるためには、他の理由を見出す必要がある。
手形債務負担行為の無因性を否定する場合には、――手形債務負担行為の
「法律上の原因」を何に求めるかはさておき――例えば約束手形の振出の「法
律上の原因」が無効のときには、手形債務負担行為も無効となり、「法律上の
原因」関係に基づく抗弁は、理論的には善意・無重過失の場合に切断されるに
すぎない、「新抗弁理論
（１９）
」のいう有効性の抗弁となる。その結果、この場合に
は、受取人から裏書を受ける者に対し、必ずしも容易に調査しえない振出の
「法律上の原因」の効力に関する調査義務を課すこととなり、手形の流通は、
相当に阻害される。手形の流通を阻害しないためには、「法律上の原因」関係
に基づく抗弁は、手形法１７条により「債務者ヲ害スルコトヲ知リテ手形ヲ取得
シタ」ときを除いて裏書等により切断される狭義の人的抗弁と解する必要があ
る。そして、そのように解するためには、手形債務負担行為の無因性を肯定す
ることが妥当である
（２０）
。決済システム法における債務負担行為の「法律上の原因
の独立性」としての無因性は、手形法１７条が狭義の人的抗弁を認めているとい
う理由により根拠づけられるべきであろう
（２１）
。
（１８） 竹田・前掲注（１３）７頁参照。
（１９）「新抗弁理論」について田邊光政『手形流通の法解釈』１６１頁以下（晃洋書房、１９７６）
参照。
（２０） もっとも、創造説を基礎として手形行為を無因行為である手形債務負担行為と有因行
為である手形権利移転行為に分かつ「二段階創造説」によると、「法律上の原因」関係に
基づく抗弁は、善意・無重過失の場合に切断されるにすぎない無権利の抗弁となる（前田
庸『手形法・小切手法入門』２１４頁以下（有斐閣，１９８３）参照）。
（２１） 田中耕太郎博士も、手形の無因性の根拠を法が「手形債権を抗弁の付随せざる絶対的
のものと為したこと」に求め、「法が手形の記載事項中に原因の記載を要求せざる点……
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３ 手形行為の「法律上の原因」
（１） 福瀧教授の見解
わが国において手形行為の「法律上の原因」は、従来、売買契約のような「原
因」契約と考えられてきたが、福瀧教授は、売買契約における代金支払債務の
ような「原因」債務の履行に関連してなされる手形行為の「法律上の原因」を
「手形の授受（交付）に関する合意」と解し、その理由として以下の点を挙げ
る
（２２）
。
第１に、「物権行為の独自性、無因性という問題が議論される場合との対
比」という理由が挙げられる。すなわち、「売買代金債務の弁済のためには、
必ずしも手形が利用されるとは限らない。場合によれば、売買契約に付随する
合意として『代金債務の弁済方法として手形を授受する旨』の合意が行われる
ことのあることはいうまでもないが、物権行為（物権変動）とその原因関係と
される特定物の売買契約との間の関連のような関係は、手形行為（手形の授
受）とその原因関係とされる売買契約との間には認められない」という認識か
ら、「売買代金債務の弁済に関連して手形が授受される場合を例にとると、売
買契約とその代金債務の支払の方法としての手形の授受（手形行為）との中間
に、両者を結びつけるものとして、売買契約に関連して手形を授受する旨、お
よびその手形の内容に関する合意が当事者間には存在するはずである。売買契
約そのものではなく、このようないわば『手形の授受（交付）に関する合意』
こそ、物権行為の独自性、無因性の場合にいう原因としての債権行為（たとえ
に求むる学者あるも此の論は形式的に過ぐる嫌いがある」と述べる（同『手形法小切手法
概論』１０９頁（有斐閣、１９３５））。
（２２） 福瀧・前掲注（９）７８頁以下。
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ば、特定物の売買契約）に相当する」と解される。
第２に、「法律行為の有因・無因に関して、有因行為を『出捐――給付また
は債務の設定――を正当づける原因を含んでいる法律行為』とし、無因行為は
『その出捐を正当づける原因を含んでいない法律行為』として理解する……考
え方からもいえるであろう。……このような出捐（延いては、出捐行為である
手形の裏書や約束手形の振出のような手形行為）を正当付ける原因とは、結局
のところ、前述の『手形の授受（交付）に関する合意』にほかならない」とい
う理由が挙げられる。
（２） 検討
上のような福瀧教授の見解の是非を検討するためには、まず、民法７０３条の
「法律上の原因」の意義を確認しておく必要がある。
わが国における不当利得論は、錯綜した理論状況にあるが、手形の交付のよ
うな給付の不当利得について松坂佐一博士は、給付を「一定の目的をもって意
識的に他人の財産を増加すること」ととらえ、「給付の目的は、法律行為によ
り、しかも原則として、給付者と受領者との間の合意により（ただ一方的法律
行為において給付者の一方的確定により）確定されるが、もし受領者が給付者
の定めた目的を認識したにかかわらず異議を述べなかった場合には、なお合意
があったものと解してよい」と述べ、その目的が当初から欠けている場合、不
到達の場合及び消滅した場合に給付が「法律上の原因」（民７０３条）を欠いて不
当利得となると解している
（２３）
。松坂博士の見解は、法律上の原因に関する主観説
に立つものであるが、客観説に立つ四宮和夫博士は、主観説に対し「出捐の基
礎的法律関係への関係づけが当事者の目的設定（目的関係づけ）によってなさ
れると考えるのは（主観説）、民法の体系的一貫性に反する。なぜなら、給付
（２３） 松坂佐一『事務管理・不当利得〔新版〕』１２３頁、１２９頁以下（有斐閣、１９７３）。
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利得は、債務の履行としてなされた給付のまき戻しであるところ、履行（弁
済）法にあっては、給付がはたしてその債務についてなされたかどうかは、客
観的事情・給付者の意思・法律の規定など諸般の事情によって決せられる、と
されるからである」と批判を加え、「出捐が給付利得の基礎としての『給付』
となるには、それが基礎的法律関係（その法律関係上の義務）という客観的関
連――これを『履行関連』と呼ぶことにする――を有することを要し、かつ、
それをもって足りる」と解している
（２４）
。
本稿において「法律上の原因」そのものに関する議論にこれ以上立ち入るこ
とは差し控えたいが、上の対立は、手形行為の「法律上の原因」の理解に多少
なりとも影響を及ぼすであろう。
まず、「法律上の原因」に関する客観説に立つ場合には、「法律上の原因」は、
給付となるべき出捐と「基礎的法律関係（その法律関係上の義務）という客観
的関連」を有することを要するため、手形行為の「法律上の原因」は、手形行
為を義務づけるものでなければならないこととなる。しかし、「当事者の一方
がある財産権を相手方に移転することを約し、相手方がこれに対してその代金
を支払うことを約することによって、その効力を生ずる」売買契約（民５５５条）
は、物権行為を義務づけるが、売買代金債務の弁済に関連して手形が授受され
る場合における手形行為を義務づけるものではない。そうだとすると、客観説
に立つ場合には、福瀧教授のいう「売買契約とその代金債務の支払の方法とし
ての手形の授受（手形行為）との中間に、両者を結びつけるものとして、売買
契約に関連して手形を授受する旨、およびその手形の内容に関する合意」が手
形行為の「法律上の原因」と解されよう
（２５）
。
これに対し、「法律上の原因」に関する主観説に立つ場合には、「法律上の原
（２４） 四宮和夫『事務管理・不当利得（事務管理・不当利得・不法行為上巻）』１１５頁以下（青
林書院、１９８１）。
（２５） カナリスも、「……手形の履行又は担保が付与される原因債権（Kausalforderung）が
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因」となる「給付の目的は、原則として、給付者と受領者との間の合意により
確定される」ため、売買契約のような「原因」契約が手形行為の「法律上の原
因」と解する余地も出てくるように思われる。例えばドイツにおいてツェル
ナーは、主観説の立場から「少なくとも通常の事例においては、交付合意の履
行ではなく、原因債務の履行を『手形小切手債務の負担』という給付（民法８１２
条２項
（２６）
に関連する給付目的とみなすことが有意義と思われる。当事者間で『交
付合意』がなされる場合にも、その履行は、不当利得法に関連する給付目的と
しては重要ではない。給付目的の許容できない『段階づけ』は、すでにそれ自
体問題外である。交付合意は、それにより追求される目的が原因債務の履行で
ある場合には、独自の意義を有しない。それゆえ、例えば原因債務の設定のよ
うな担保の供与における担保合意とは本質的な相違がある。そこでの担保の設
定は、原因債務の履行を追求するものではない。それは原因債務に関して志向
的なものではなく追加的なもの、すなわち担保権の履行を対象とする」と述べ
つつ、「手形が担保手形のようにもっぱら担保目的で引き受けられる場合に
手形債権の法律上の原因であるという誤解をしてはならない。そのような考えは、譲渡担
保又は担保権において被担保債権が担保の設定に対する法律上の原因とみなすのと同様に
誤っている。それは、譲渡担保又は担保契約における担保合意に教義的に相当する手形の
交付に関する特別な合意にある」と述べている（Hueck/Canaris, Recht der Recht der Wert-
papiere, 12. Aufl. 1986, §17 I a）。カナリスが「原因債権が手形債権の法律上の原因であ
る」ことを「誤解」と断ずるのは、「原因関係（Grundverhältnis）における約束は、有価
証券の交付ではなく、金額の支払のみを義務づける」ため、「履行されるべき給付約束の
法律上の原因は、基礎にある債務関係には見出せない」からである（Schnauder, a. a. O.
(Fn. 12) S. 1048）。
（２６） ドイツ民法８１２条は、１項において「法律上の原因なく他人の給付又はその他の方法
によりあるものを取得する者は、その他人に対して返還義務を負う。この義務は、法律上
の原因が後に消滅し又は法律行為の内容に従えば給付が目的とした結果が生じない場合も
生ずる」と規定し、２項において「債権関係の存否を契約によって承認することも給付と
みなす」と規定する。
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は、手形の交付に際して異なる事情がある。給付目的として原因関係に関連づ
けられる履行目的は、この類型においては存在しない。むしろ交付は、ここで
は実際に証券交付合意の類型における特別な担保合意に基づいて生ずる」と述
べている
（２７）
。
手形の交付は、売買契約における代金支払債務のような「原因」債務の履行
に代えてなされる場合とその履行のためになされる場合とに分けられ、後者
は、さらにその履行の方法としてなされる場合とその担保としてなされる場合
とに分けられる。このうち「原因」債務の履行に代えてなされる場合における
手形の交付は、「原因」債務の代物弁済と解されることから、主観説に立つ場
合、その「目的」は、やはり「原因」債務の履行と解されよう。問題となるの
は、手形の交付が「原因」債務の履行のためになされる場合についてである
が、ツェルナーによると、「原因」債務の履行の方法としてなされる手形の交
付は「原因」債務の履行を「志向」するものであるため、その「目的」は「原
因」債務の履行にあり、「原因」債務の担保のためになされる手形の交付は「原
因」債務の履行に対して「追加」されるものであるため、その「目的」は、手
形の交付合意の履行にあるということとなる。
しかし、手形の交付が「原因」債務の履行のためになされる場合には、それ
が履行の方法としてなされようが担保のためになされようが、「原因」債務は
消滅せず、手形債務が「原因」債務に対して新たに「追加」されることは変わ
りがない。そして、判例によると、手形債務は、「挙証責任の加重、抗弁の切
断、不渡処分の危険等を伴うことにより、原因関係上の債務よりも一層厳格な
支払義務」であり、会社がその取締役に宛てて約束手形を振り出す行為は、原
因債務の負担とは別個に現行会社法３５６条１項２号の「取引」にあたる
（２８）
。そう
（２７） Zöllner, Die Wirkung von Einreden aus dem Grundverhältnis gegenüber Wecsel- und
Scheck in der Hand des ersten Nehmers, ZHR 148, S. 321 f.
（２８） 最大判昭和４６・１０・１３民集２５巻７号９００頁。
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だとすると、このような厳格な支払債務を負担させるために「原因」債務の履
行の方法としての手形の交付の合意が例えば強迫により取り付けられることは
十分考えられる。そして、そのような場合には、仮に「原因」契約や手形行為
自体に瑕疵がないときであっても、手形債務者は手形の交付の合意を取り消し
て手形の返還を請求しうると解するのが妥当なものと考えられるが、「法律上
の原因」に関する主観説に立って手形を交付する「目的」を売買契約のような
「原因」関係上の債務の履行と解しつつ、そのように解することは、理論的な
困難を伴う。手形の交付が「原因」債務の履行の方法としてなされる場合とそ
れが「原因」債務の担保のためになされる場合とは、前者においては手形債権
の先行使が強制されるというにすぎず、手形を交付する「目的」の相違をもた
らすほどに実質を異にするものではないとも考えられる
（２９）
。そうだとすると、主
観説に立ったとしても、手形の交付が「原因債務」の履行のためになされる場
合には、それが担保のためになされようが履行の方法としてなされようが、そ
の「目的」は、「原因」債務の履行ではなく、手形の交付合意の履行にあると
解するのが妥当ではあるまいか。
以上のことから、「原因債務」の履行に代えてなされる場合における手形行
為の「法律上の原因」は、民法７０３条の「法律上の原因」の意義の理解によっ
ては、従来どおり売買契約のような「原因」契約と解される余地があるが、「原
因」債務の履行のためになされる場合における手形行為の「法律上の原因」
は、わが国においても手形の交付合意と解すべきである。
（２９） このことは、手形を交付する当事者間の意思明らかでない場合に「原因債務」の履行
のために手形が交付されたものと解するか、その担保のために手形が交付されたものと解
するかについて争いがあることからも裏づけられよう。
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４ 「原因」契約と交付合意との関係
（１） 福瀧教授の見解とその検討
庄子良男教授は、「そもそも交付の合意というものが原因行為といかなる関
係にあるのか、すなわち、原因行為そのものなのか、それに付随する合意なの
か、それとも原因行為と手形行為の中間に独立の存在を占めるものなのかは、
必ずしも明らかではない」と述べるが
（３０）
、売買契約のような「原因」契約は、手
形行為を義務づけないから、手形の交付合意は、少なくとも「原因」契約その
ものではない。したがって、例えば「原因」契約が無効である場合にも、理論
上当然に交付合意が無効となるものではない。しかし、福瀧教授は、「たとえ
ば、売買代金債務の弁済に関連して手形が授受される場合の原因関係を売買契
約または売買代金債務であると考えても、ここにいう『手形の授受（交付）に
関する合意』であると解しても、結論は必ずしも異ならない場合も多いであろ
う。売買契約が無効であれば、結局、その代金債務の弁済のために手形を交付
する旨の合意も無効となろうからである。この意味においては、直接の『原因
関係（出捐を正当付ける原因）』は、これを『手形の授受（交付）に関する合
意』に求めるとしても、間接的には、売買契約（または、売買代金債務）もま
た原因関係になっているといってよいであろう」と解する
（３１）
。
「売買契約が無効であれば、結局、その代金債務の弁済のために手形を交付
する旨の合意も無効とな」るという理解は、妥当であろう。なぜなら、「原因」
契約が無効となった場合には、債務者は債権者に対し手形の返還を請求しうる
ものと解すべきであるところ、手形行為の無因性を前提に「原因」債務の履行
（３０） 庄子・前掲注（５）９８６頁。
（３１） 福瀧・前掲注（９）８１頁。
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のためになされる場合における手形行為の「法律上の原因」を交付合意と解す
る見解においては、そのように理解しなければ、この場合における手形返還請
求権を根拠づけることが理論的に困難となると考えられるからである。しか
し、福滝教授がそのような理解を導く根拠は、必ずしも明確でない。
ドイツにおいてカナリスは、「原因債権の瑕疵は、――民法１３９条の類推又は
行為基礎に関する規則により――原則として容易に手形交付に関する合意に影
響を及ぼす」と解している
（３２）
。ドイツ民法１３９条は、「法律行為の一部が無効であ
る場合、無効な部分なくしても実行されたであろうことが認められないなら
ば、法律行為全部が無効である」と規定するものであり、また、「行為基礎」
とは、「契約当事者が契約締結に際して共通の前提としており、その喪失・変
更があれば契約関係をそのまま維持するのが信義則上も不当だと考えられる事
情」であり、「行為基礎の理論」とは、わが国の「事情変更の原則」の基礎と
なる理論である
（３３）
。しかし、わが国においては、一部無効に関するドイツ民法１３９
条に相当する明文規定はなく、「行為基礎の理論」についても、「少なくともわ
が国ではドイツのようには一般的な承認を受けているとはいえない」との指摘
がある
（３４）
。
この問題の理論構造は、目的不到達の不当利得の理論構造とやや類似する面
がある。目的不到達の不当利得とは、結納の場合のように「当事者が合意によ
り将来における一定の結果の発生を期待して出捐した場合に、その目的とした
（３２） Hueck/Canaris, a. a. O. (Fn. 25) §17 I a. これに対し、ツェルナーは、「証券交付の法
律上の原因が交付義務を基礎づける特別の合意又は交付合意の履行に向けられる給付目的
であるとする学説による場合には、（民法８１２条２項及び８１３条１項）の明文と矛盾するた
めに）返還請求は不可能と思われる。なぜなら、民法１３９条も行為基礎の理論も、交付合
意の履行不能を基礎づけえないからである」と述べている（Zöllner, a. a. O. (Fn. 27) S.
323）。
（３３） 藤原正則『不当利得法』８２頁（信山社、２００２）。
（３４） 藤原・前掲注（３３）８４頁。
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結果が発生しないときは、給付者は給付したものの返還を返還を請求できる」
というものであるが
（３５）
、加藤雅信教授は、「『目的不到達』の観念は、法律行為の
無効事由の一場合とすべき」という観点から「目的不到達の事実を法律行為の
効力の問題として取り扱うための構成として、一般にひろく受け入れやすいの
は、目的不到達を黙示の解除条件とする方法であろう」と述べる
（３６）
。もっとも、
加藤教授は、「結納をかわす際に等に、黙示であっても当事者が目的不到達
――結婚しないこと――を解除条件として意識しているのかという問題はあ
る」と述べるが、手形を交付する場合に当事者が売買代金債務のような「原
因」債務の発生を停止条件（民１２７条１項）として、また、「原因」債務の消滅
を解除条件（民１２７条２項）として意識していることは比較的容易に是認され
よう。そうだとすると、手形の交付合意は、「原因」債務の発生を停止条件と
し、その消滅を解除条件とするものと解することは十分に可能であり、「売買
契約が無効であれば、結局、その代金債務の弁済のために手形を交付する旨の
合意も無効とな」ることは肯定される。
（２）「原因」関係に基づく手形返還請求の許容範囲
「原因」関係に基づく手形返還請求の許容範囲は、「原因」債務の発生及び
消滅を条件とする手形の交付合意の内容如何に関わるが、その内容は、手形債
権の「法律上の原因の独立性」を踏まえて解釈されるべきである。このような
観点から問題となる場合としては、「原因」債務に同時履行の抗弁（民５３３条）
のような延期的抗弁が存する場合と「原因」債務が時効消滅した場合を挙げう
る。
手形行為の「法律上の原因」を売買契約のような「原因」契約と考える従来
（３５） 四宮・前掲注（２４）１１３頁注（４）。
（３６） 加藤雅信『新民法体系Ⅴ事務管理・不当利得・不法行為（第２版）』８３頁（有斐閣、
２００７）。
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の見解においては、「原因」債務が時効消滅した場合に不当利得が発生するか
否かという点について否定説
（３７）
から、例えば「自働債権が時効により消滅した場
合には、たとい相手方が援用しても、なおこれを相殺の用に供しうるものとさ
れている（民法５０８条）。民法は時効により『債権』が消滅すると定めているも
のの、『債権』の時効消滅は『法律上の原因』の欠缺をもたらすものではない
ことを前提にしている
（３８）
」、「原因債権の消滅時効完成の時点を考えると、原因債
務の支払のために手形を受領していた者は、原因債権の弁済のために手形債権
を有しているのであって、実体法に基づく財貨移動（手形債権を取得している
こと）を不当利得法によって調整すべきような利得をしているとはいえない
（３９）
」
といった根拠が示されてきたが、肯定説からの明確な論拠の提示はなかった
（４０）
。
これに対し、藤原正則教授は、「第１に、手形・小切手の振り出しは原因債権
とは無因だというなら、原因債権が消滅しているのに手形・小切手を所持（手
形・小切手の債権を取得）していること自体が、不当利得である。さらに相手
方の反対債権を満足させないで、手形・小切手を所持していることも同様であ
ろう。第２に原因債権が消滅時効にかかった手形債務を弁済する義務があると
いうなら、手形の支払の時点で消滅時効を援用していた場合は、後に弁済は不
当利得として返還請求することが認められる余地があろう。同時履行の抗弁
も、手形の請求に対して履行拒絶ができないと考えても、相手方の反対給付が
（３７） 林 「期限後裏書と手形抗弁」北法３１巻３・４Ⅱ号１８１０頁（１９８１）、大塚龍児「原因
関係の消滅時効は人的手形抗弁となりうるか」北法３８巻５・６Ⅱ号１６７５頁（１９８６）、田邊
光政「判批」判評３５５号６０頁（１９８８）、木内宜彦『手形抗弁の理論 木内宜彦論文集１』３８４
頁以下（新青出版、１９９５）、渋谷光義「判批」早法７２巻１号１６５頁以下（１９９６）、濱田惟道
「判批」鴻常夫ほか編『手形小切手判例百選（第５版）』１５７頁（有斐閣、１９９７）参照。
（３８） 林・前掲注（３７）１８１０頁。
（３９） 大塚・前掲注（３７）１６７５頁以下。
（４０） もっとも、否定説が多少なりともドイツ法の影響を受けていることから、肯定説は、
否定説に対し「時効制度がドイツ法では時効完成により債務者に履行拒絶権を与えるにす
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なければ、契約を解除して、手形金の返還を請求できるはずである。そう考え
るなら、消滅時効・同時履行の抗弁のいずれも、不当利得の抗弁と考えること
に問題はない」と述べており
（４１）
、不当利得の抗弁が認められるならば、不当利得
の返還請求も認められそうであるが、この点は必ずしも明らかではない。
「原因」債務に同時履行の抗弁が存する場合に「原因」契約を解除したとき
は、債務者が直接の当事者に対し手形の返還を請求しえないと解することは妥
当でない。しかし、この場合に「原因」契約を解除していないときに債務者に
人的抗弁の対抗のみならず手形の返還請求まで認めてしまっては、債権者は反
対債務を履行して同時履行の抗弁権を消滅させても手形債権を行使しえなくな
るという不当な結果を生ずる。したがって、この場合に債務者は、手形の返還
を請求しえないものと解すべきである。
「原因」債務が時効消滅した場合については、場合を分けて考える必要があ
る。まず、「原因」債務の履行に代えて手形が交付された場合には、「原因」債
務が消滅するため、「原因」債務の時効消滅は、そもそも問題とならない。次
に「わが国では、一般に担保には被担保債権への附従性が認められている
（４２）
」こ
ぎないのに対し、日本法上は時効完成により債権が消滅する建前になっていることに鑑み
ると、直ちに採用し難い」という批判を加える（島十四郎「判批」鴻常夫ほか編『手形小
切手判例百選（第３版）』２１１頁（有斐閣、１９８１）。同旨、近藤光男「判批」法協９６巻９号
１１９６頁（１９７９）、谷川久「判批」ジュリ７１８号１４２頁、１４３頁（１９８０）、奥島孝康「判批」ジュ
リ９１０号１１７頁（１９８８）、川村正幸「判批」金判７９３号４５頁（１９８８））。しかし、この批判は、
「原因」債務が時効消滅した場合に不当利得が発生することを積極的に論証しようとする
ものではなく、否定説からは「原因債務は消滅していないが履行拒絶権が生じるという法
制と時効により債務が消滅したことを援用できる法政の違いによって、なぜ逆の解釈をし
なければならないのであろうか。いずれの法制においても、債権者はもはやその履行を強
制できなくなった点は同じであろう」との反論がある（田邊光・前掲注（３７）６０頁）。
（４１） 藤原・前掲３３）１８０頁注（１９）。同旨、新里慶一「手形債権と原因債権の消滅時効との
関係」新報１１４巻１１・１２号５０９頁以下（２００８）。
（４２） 大塚・前掲注（３７）１６７４頁（１９８６）参照。
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とを考慮すると、「原因」債務の担保のために手形が交付された場合に「原因」
債務が時効消滅したときは、債務者は、債権者に対し手形の返還を請求しうる
ものと解される。「原因」債務の履行の方法として手形が交付された場合には、
「原因」債務の時効消滅が問題になるのは手形の満期後であり
（４３）
、手形の満期後
には人的抗弁の切断は認められない（手７７条１項１号・２０条１項）。そのた
め、この場合に仮に「原因」債務の時効消滅が人的抗弁になると解するとき
は、約束手形の振出人のような手形の主たる債務者に手形の返還を請求する実
益はない。これに対し、裏書人のような遡求義務者には、手形の返還を受けれ
ばその前者に対し手形金を請求しうるという実益がある。しかし、このような
実益が法的保護に値するかは、問題である。「原因」債務の履行の方法として
手形が交付された場合には、「原因」債務は、消滅こそしないが、手形債務の
隅に追いやられる。そうだとすると、この場合に隅に追いやられた「原因」債
務が時効消滅したときに裏書人のような遡求義務者に認められるのは、せいぜ
い人的抗弁を対抗して手形金の支払を拒絶することまでで、消滅時効を援用し
たとしても、債権者に手形を返還させて主たる債務者等に対する手形債権の行
使をさせなくすることまでは認められないと解すべきではあるまいか。
５ 「原因」関係に基づく抗弁の法律構成
（１） 福瀧教授の見解
福瀧教授は、前述のように「手形行為の無因性との関係で問題となる原因関
係を『手形の授受（交付）に関する合意』に求め」、「原因」関係に基づく抗弁
の法律構成について「この合意に由来し、あるいは関連する事由は（これは一
（４３） 新里・前掲注（４１）５０５頁参照。
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般に『原因関係にもとづく抗弁』と呼ばれていいるものを含む）、『手形外の特
約にもとづく抗弁』として人的抗弁の一場合として取り扱いうる」と解する。
そして、無因行為を「その出捐を正当づける原因を含んでいない法律行為」と
理解する考え方によると、「無因行為の場合には、原因は、その法律行為その
ものには含まれていない。しかし、これは、およそ原因がなくてもよいという
意味ではないであろう。原因が欠けているような場合（原因が存在せず、無効
であるような場合）には、このような法的構成（無因行為という制度）に由来
する不公平（不衡平）を是正しなければならない」こととなるものとし、この
ような見地から「無因行為のような制度は、当然にドイツにおける不当利得の
ようなそれと表裏をなす制度を伴うべきものである。何らかの事情でそのよう
な公平（衡平）の達成のための制度の整備されていない場合には、無因行為
は、その本来の制度趣旨を害さない限りにおいては是正されてよく、また是正
すべきものであろう」と解し、「この考え方は、したがって、原因関係に基づ
く抗弁の認められることの論拠を、一方では、制度の趣旨に従った公平（衡
平）の実現に求めるとともに、他方では、さらに進んで、手形を授受する当事
者の意思（合意）にもとめるものである」と述べる
（４４）
。
（２） ドイツにおける法律構成
ドイツにおいては、手形債権の無因性において「抗弁の独立性」が歴史的に
重視されてきた。そのため、伝統的見解による「原因」関係に基づく抗弁の法
律構成については、「抗弁の独立性」を前提に「手形（小切手）債権の基礎に
ある債務関係に基づく抗弁は、証券の受取人に対してさえ不当利得法の迂回の
上でのみ、つまり原因関係の不存在、無効又は取消しの場合及び永続的抗弁が
ある場合にのみ主張されうることで一致する（民法８１２条２項・８１３条１項１
（４４） 福瀧・前掲注（９）８３頁以下。
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文・８２１条
（４５）
）。権利行使を一時的に妨げるにすぎない（延期的抗弁）原因関係に
おける給付障害は、不当利得返還請求との共通点を見出せないため、証券上の
債権に対抗されえない」と説明されてきた
（４６）
。
しかし、ドイツ連邦通常裁判所は、上のような「伝統的学説」に必ずしも従
わず、人的抗弁の範囲を「原因」債務に存する同時履行の抗弁権のような延期
的抗弁にまで拡大し、「小切手法２２条から明らかなように、いわゆる小切手債
務の無因性もまた、小切手債務者が小切手所持人との自己の直接の関係に基づ
く抗弁を対抗しえないことまで及ばない」と述べ
（４７）
、さらに「手形法１７条及び小
切手法２２条は、手形・小切手債権者が原因的に証券上の債務者と結合している
場合、無因性原則が完全には排除されないが、法律上背景に退くことを察知せ
しめる」と述べる
（４８）
。このような理解の理由については、「連邦通常裁判所は、
まず、民法２４２条
（４９）
、次に、契約当事者は『手形債権者としても原因取引に基づ
く以上の権利を自分自身のために請求し（てはなら）ない』という一般的評価
を指示した。この原則は、全く断定的な権威的要求により原因関係上のすべて
の抗弁が直接に（不当利得法又は権利濫用の抗弁への変換なくして）手形・小
切手債権に及ぶことを可能にする。それにより到達した原因債権と手形債権と
の抗弁の一致を、連邦通常裁判所は、最後に有価証券の交付に際しての契約上
（４５） ドイツ民法８１３条１項１文は、「債務の履行のために給付されたものは、請求権の主張
を継続的に排除する抗弁権が請求権を妨げる場合にも、返還を請求されうる」と規定す
る。ドイツ民法８２１条は、「法律上の原因なくして債務を負担した者は、債務の免責の請求
権が時効消滅した場合にも履行を拒むことができる」と規定する。ドイツ民法８１２条につ
いては、前掲注（１２）参照。
（４６） Schnauder, a. a. O. (Fn. 12) S. 1046.
（４７） BGHZ 85, 346.
（４８） BGH NJW 1986, 1872.
（４９） ドイツ民法２４２条は、「債務者は、給付を信義誠実と一般慣習に従って履行する義務を
負う」と規定する。
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の目的決定により理由づけた。履行目的の合意から『何の問題もなく、その主
張が合意された目的により正当化されない限り、売主又は請負人は、小切手又
は手形に基づいて請求することを保障されず、したがって、履行請求は、存在
しないかまだ存在しない』ことが明らかとなる。これまでの最後の判決におい
て連邦通常裁判所は、そのような理由づけを保持した上、古い不当利得法との
関連をきっぱり解消した」と説明される
（５０）
。その結果、ドイツ連邦通常裁判所
は、「原因行為に基づく抗弁を主張する可能性を不当利得又は権利濫用の抗弁
権からではなく、直接に“無因”債権の主張が手形小切手の交付の際に合意さ
れる目的を通して正当とされないことから導き出す」こととなった
（５１）
。
ドイツ連邦通常裁判所の見解は、不当利得における「法律上の原因」に関す
る主観説を前提とし、本来「もっぱら（給付と）給付約束のための法律上の原
因を確定することに奉仕する」給付目的の合意
（５２）
に「契約当事者は、手形債権者
としても原因取引に基づく以上の権利を自分自身のために請求し（てはなら）
ない」という意味をもたせ、手形債権の無因性から「抗弁の独立性」を原則的
に排除し、「原因」関係に基づく抗弁を給付目的の合意から導くものといえよ
う。ただし、ドイツ連邦通常裁判所は、「原因」債権の時効消滅を人的抗弁と
解しておらず
（５３）
、その意味で手形債権の無因性から「抗弁の独立性」を排除し去
るものではなく、「契約当事者は、手形債権者としても原因取引に基づく以上
の権利を自分自身のために請求し（てはなら）ない」という原則は、例外を認
めるものとなる。
（５０） Schnauder, a. a. O. (Fn. 12) S. 1046 f.
（５１） BGH NJW 1986, 1872.
（５２） Vgl. Schnauder, a. a. O. (Fn. 12) S. 1047. このことから、シュナウダーは、「履行目的
の合意との関連からは、給付受領者の法的権利の一般的制限ではなく、せいぜい（履行目
的の過誤の場合に）証券債務者が証券に基づく請求に対し防御しうる返還請求、すなわち
民法８２１条の不当利得の抗弁が導かれるにすぎない」と批判する。
（５３） BGH NJW 1986, 1872.
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以上のような見解は、「ドイツで現在展開されている様々な内容の交付合意
論の中の一つの立場」にすぎないことは確かであるが
（５４）
、ドイツにおける現在の
通説的見解といえ
（５５）
、福瀧教授の見解も、この見解を基礎にするものといえる。
（３） わが国における法律構成
わが国においては、手形債権の無因性において「抗弁の独立性」が必ずしも
重視されず、例えば鈴木竹雄博士は、「手形上の権利についても、直接の相手
方に対しては、およそ理由のある抗弁ならば、その立証ができる限り、すべて
その主張を認めてもさしつかえない。従って、この関係では抗弁を制限する必
要はなく、……（手形法―筆者）１７条の規定もそれを当然の前提としている」
と解し
（５６）
、このような考え方の実質的根拠として「直接当事者間ではその経済目
的を顧慮することが妥当であって、これを認めなければ、一たん手形の支払を
なした後再び不当利得でそれを取戻すというような二重の手続をとることにな
り、面倒であるばかりか、濫用の危険（例えば違法行為による債権実現のため
（５４） 庄子・前掲注（５）９８７頁。
（５５） ヘッファーメールは、「原因関係に基づく抗弁が手形債権に対し主張されうる可能性
は、多数説によると、不当利得又は許容されない権利行使の抗弁に基づいて導かれるので
はなく、すでに手形・小切手の交付の際に合意される目的合意に基づいて直接に導かれ
る。交付契約と同時に合意される履行のための手形交付の目的は、原因関係上の債務の履
行を追求するとともに、履行請求権が存在しないかまだ存在しない場合に手形債権者が手
形を行使しえないという手形法上の制限を包含する」と述べる（Baumbach/Hefermehl/
Casper, Wechselgesetz Scheckgesetz und Recht der Kartengestüten, 23. Aufl. 2008, WG
Art. 17 Rdnr. 77）。ここにいう「履行請求権が存在しないかまだ存在しない場合に手形債
権者が手形を行使しえないという手形法上の制限」とは、「契約当事者は、手形債権者と
しても原因取引に基づく以上の権利を自分自身のために請求し（てはなら）ない」という
ドイツ連邦裁判所の判示と一致するものであろう。
（５６） 鈴木竹雄・前田庸『手形法・小切手法（新版）』２５８頁以下（有斐閣、１９９２）。同旨、
田中・前掲注（２０）２２０頁、高窪・前掲注（４）３７２頁。
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手形を利用する如し）もある」という点を挙げる
（５７）
。
しかし、「二重手間を省く意味での不当利得の抗弁」という理由は、「すべ
て」の「原因」関係に基づく抗弁を手形抗弁として主張しうることの理由とは
なりえない。例えば「原因」契約上の同時履行の抗弁権は、「およそ理由のあ
る抗弁」といえようが、債務者がそれを主張せずに手形債務の支払をした場合
であっても、その後に「原因」契約が履行されたときには、「一たん手形の支
払をなした後再び不当利得でそれを取戻すというような二重の手続」は必要が
なくなるからである
（５８）
。
また、「原因」関係に基づく抗弁を信義則（民１条２項）又は権利濫用の禁
止（民１条３項）に基礎づけられる一般悪意の抗弁として法律構成する見解も
あるが
（５９）
、「原因」関係に基づく抗弁に関する明快な法律構成を見出しうる場合
には、一般条項による解決は不要であろう。
わが国においても、ドイツの伝統的学説に従って手形における「原因」関係
に基づく抗弁を不当利得の抗弁として法律構成する見解は、少数ながら有力で
ある
（６０）
。これに対し、川村正幸教授は、「上の見解はこのような構成を無因性と
（５７） 鈴木・前田・前掲注（５６）１３２頁。
（５８） 大塚龍児教授は、鈴木博士の見解に対し、「二重手間を省く意味での不当利得の抗弁
だというのでは、手形の流通期間中にたとえば取消、解除、別途弁済などの原因債権の無
効・消滅があった場合に、手形債務者の手形の返還請求権を基礎づけることはできない。
したがって、その事由が発生した後に原因債権者が手形を第三者に譲渡することを防ぐ実
体法上の手段はなく、その譲渡がなされてしまえば、第三者に害意がない以上（手１７条）
この者への支払は強制されることになってしまう」と述べ、このような見解は法的構成と
なっていないと批判する（大塚・前掲注（３７）１６７３頁）。しかし、手形交付の直接当事者
間における「原因」関係上の抗弁を「二重手間を省く意味での不当利得の抗弁」ととらえ
つつ、手形返還請求権を不当利得により基礎づけることは、必ずしも矛盾するものではな
いとも考えられる。
（５９） 弥永・前掲注（１７）１５９頁参照。
（６０） 木内宜彦『手形法小切手法（企業法学Ⅲ）第２版』２０９頁（勁草書房、１９８２）、大塚・
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いう概念の必然的要素とみるが、しかし、それは特殊ドイツ法的構成であるに
すぎない。今日、ドイツでは、不当利得の抗弁の構成によると不必要な範囲で
抗弁の排除を生じて、それでは対応しきれない領域が存在すると指摘され、不
当利得の抗弁という回り道は不要であると有力に主張されている。わが国は、
不当利得の抗弁という概念は実定法上に存在せず、また、ことさらに利用され
てこなかったといってよく、今日、不当利得の抗弁の構成を導入すべき必要性
はないであろう」と批判する
（６１）
。
わが国においては、確かに不当利得の抗弁権に関するドイツ民法８２１条のよ
うな規定は存在しない。しかし、民法学においては、不当利得が抗弁として主
張されうることは一般に肯定されており
（６２）
、「原因」債務の履行のためになされ
る場合における手形行為の「法律上の原因」が「原因」契約ではなく手形の交
付合意と解されるとしても、前述のように交付合意は「原因」債務の発生を停
止条件とし、その消滅を解除条件とするものと解されるから、わが国において
も、「原因」関係に基づく抗弁を不当利得の抗弁として法律構成することは理
論的に可能であろう。
しかしながら、「原因」契約が無効となった場合における手形返還請求を基
礎づけるために手形の交付を不当利得と位置づける必要があるとしても、それ
自体としては手形の返還を伴わない人的抗弁を不当利得の抗弁として法律構成
しなければならない必然性はない。そこで、わが国においても、「原因」関係
に基づく抗弁を手形の交付合意から直接導くことがむしろ自然であろう。
（４）「原因」関係に基づく抗弁の許容範囲
ドイツ連邦通常裁判所は、「原因」債務に存する同時履行の抗弁権のような
前掲注（３７）１６７４頁、田邊光・前掲注（３７）６０頁、渋谷・前掲注（３７）１６３頁以下参照。
（６１） 川村・前掲注（１７）２１８頁。同・前掲（４０）４６頁参照。
（６２） 四宮・前掲注（２４）１２４頁注（２）、藤原・前掲注（３３）４７頁参照。
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延期的抗弁を人的抗弁となるものと解しつつ、手形債権の無因性から「抗弁の
独立性」を完全には排除せず、「原因」債務の時効消滅を人的抗弁となるもの
とは解していないが、わが国においては、「原因」関係に基づく抗弁の許容範
囲をいかに解すべきであろうか。
上の問題も、手形の交付合意の内容如何に関わるが、「抗弁の独立性」の合
理性は必ずしも明確でなく、わが国においては、手形債権の無因性において
「抗弁の独立性」が歴史的に重視されてこなかったことに鑑みると、ドイツに
おけると異なり、「抗弁の独立性」に囚われる必要はないものと考える。すな
わち、「原因」関係に基づく抗弁の許容範囲に関する交付合意の内容は、「原
因」関係に基づく手形返還請求の許容範囲に関する交付合意のそれと異なり、
手形債権の「抗弁の独立性」を離れてもっぱら「原因」契約当事者の衡平とい
う観点から解釈されるべきである。
例えば「原因」債務に同時履行の抗弁（民５３３条）のような延期的抗弁が存
する場合、手形の返還請求は認められないと解されるが、「同時履行の抗弁
も、手形の請求に対して原因関係の抗弁にならないというなら、手形の振り出
しのゆえに、先履行が強制されるのを認めたことになり、不当」なものと解さ
れる
（６３）
。したがって、延期的抗弁は、人的抗弁となるものと解すべきである。
「原因」債務の履行のために手形が交付された場合、判例は、特に理由を明
らかにせずに「原因」債務の時効消滅が人的抗弁となるものと解する
（６４）
。学説の
多くは判例に従うが
（６５）
、これに反対する少数説も有力である
（６６）
。少数説において
（６３） 藤原・前掲注（３３）１８０頁注（１９）。
（６４） 最判昭和５３・１・２３民集３２巻１号１頁、最判昭和６２・１０・１６民集４１巻７号１４９７頁。
（６５） 最近の文献として、庄子良男「判批」落合誠一・神田秀樹編『手形小切手判例百選（第
６版）』１６２頁以下（有斐閣、２００４）、新里・前掲注（４１）５０６頁以下参照。
（６６） 林・前掲注（３７）１８１０頁以下、大塚・前掲注（３７）１６６５頁以下、田邊光・前掲注（３７）
６０頁、川村・前掲注（４０）４７頁、木内・前掲注（３７）３８４頁以下、渋谷・前掲注（３７）１６５
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は、「原因」債務が時効消滅しても不当利得が発生しない点を強調する見解が
多いが、「原因」関係に基づく抗弁の許容範囲は、不当利得制度の趣旨を離れ
て解釈されるべきである。
「原因」債務の担保として手形が交付された場合に「原因」債務が時効消滅
したときは、債務者は債権者に対し手形の返還を請求しうると解する以上、当
然に人的抗弁を対抗しうると解される。これに対し、「原因」債務の履行の方
法として手形が交付された場合に「原因」債務が時効消滅したときは、債務者
は、債権者に対し手形の返還を請求しえないと解すべきであるが、債務者に人
的抗弁の対抗が認めなければ、消滅時効にかかった「原因」債務の履行を強制
されるのと同様の地位に債務者を置くこととなり、「債務者の時効制度から受
ける保護を無視することになる
（６７）
」。少数説の中には、「当事者間では、支払決済
という側面においては、手形の交付により以後原因債権は手形債権によりとっ
て代わられた関係にあ」ることを理由とするものもあるが
（６８）
、「原因」債務の支
払に代えて手形が交付された場合にはそのような理由が妥当するとしても，
「原因」債務の履行のために手形が交付された場合にはそのような理由は妥当
しない。したがって、「原因」債務の履行のために手形が交付された場合の「原
因」債務の時効消滅も、人的抗弁となるものと解すべきである。
以上の検討からすると、不当利得制度の趣旨を離れた「原因」契約当事者の
衡平は、「原因」関係に基づく抗弁をすべて人的抗弁と解することにより実現
されるものと解され、交付合意の内容としてドイツ連邦裁判所が述べる「契約
当事者は、手形債権者としても原因取引に基づく以上の権利を自分自身のため
に請求し（てはなら）ない」という原則は、わが国においては例外を認めない
ものとなる。
頁以下、濱田・前掲注（３７）１５７頁参照。
（６７） 新里・前掲注（４１）５０８頁。
（６８） 川村・前掲注（４０）４７頁。
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６ おわりに
ドイツにおける無因性は、「法律上の原因の独立性」と「抗弁の独立性」と
から成る。手形債務負担行為の「法律上の原因の独立性」については、わが国
においても、手形の流通を確保するという観点から肯定されるべきであるが、
売買契約のような「原因」債務の履行のために手形の交付がなされる場合に
は、手形債務が「原因」債務に対して新たに「追加」されることから、その場
合における手形行為の「法律上の原因」（民７０３条）は、売買契約のような「原
因」契約ではなく、手形の交付合意と解すべきである。もっとも、交付合意は、
「原因」債務の発生を停止条件とし、その消滅を解除条件とするものと解され
るため、「原因」契約が無効となった場合には、債務者は債権者に対し手形の
返還を請求しうる。交付合意は、他方において「原因」関係に基づく抗弁を直
接導き出すものと解すべきである。そして、手形債権の無因性においてその合
理性が必ずしも明確でない「抗弁の独立性」が歴史的に重視されてこなかった
わが国においては、ドイツにおけると異なり、手形債権の「抗弁の独立性」に
囚われる必要はない。それゆえ、交付合意の内容としての「原因」関係に基づ
く手形返還請求の許容範囲が手形債権の「法律上の原因の独立性」を踏まえて
解釈されるべきであるのに対し、交付合意の内容としての「原因」関係に基づ
く抗弁の許容範囲は、手形債権の「抗弁の独立性」を離れてもっぱら「原因」
契約当事者の衡平という観点から解釈されるべきである。したがって、両者
は、当然に一致するものではなく、例えば「原因」債務の履行の方法として手
形が交付された場合に「原因」債務が時効消滅したときは、債務者は、債権者
に対し手形の返還を請求しえないと解すべきであるが、消滅時効にかかった
「原因」債務の履行を強制されるのと同様の地位に債務者を置くことは妥当で
なく、債務者は、人的抗弁を対抗しうるものと解すべきである。そのような解
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釈の結果、わが国においては、ドイツにおけると異なり、交付合意の内容とし
てドイツ連邦裁判所が述べる「契約当事者は、手形債権者としても原因取引に
基づく以上の権利を自分自身のために請求し（てはなら）ない」という原則
は、例外を認めないものとなる。
以上が本稿における私見の要約であるが、私見は、堂々巡りの末にわが国の
通説的見解を肯定したにすぎないものともいえる。その意味では、私見が仮に
「交付合意論」と呼ばれうるものであるとすれば、「交付合意論」は、わが国
の通説的見解のひとつの法律構成を示すものとも捉えられよう。
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